
事務事業分析シート（平成２３年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
● ○
○ 有● 無
● 法令基準内 ○ 都基準内 ○ 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ○ 常勤 ● 非常勤 ○ 臨時職員 ）

3,244

2,611

83
7

5,276

4,2804,525
2,550
3,305

7,944
105 73

5,273

5,294

11,691
105

897

部課名

2,668

21年度20年度

年度
統計法

課長名区民生活部区民課

19年度18年度

都（特定財源）

統計法で定められた統計調査のため必須。必要性

実施
方法

17年度

国（特定財源）
2,671

②人件費等

13,420

調査の日程：　１　調査員説明会　１月上旬　　　　４　調査票等の提出　２月中旬
　　　　　　　２　調査票の配布　１月中旬から　　５　調査票等の審査　２月中旬から
　　　　　　　３　調査票の回収　１月下旬から　　６　調査票等の都への提出　３月中旬
※平成２２年調査公表時期：速報値２３年１０月　確報値２４年３月（いずれも予定）

4,242
1,983
6,505

4,226
2,166

5,855

計画区分

正木良一
２２１９平澤里子

事務事業の種類
年度
22年度

平成明治
新規事業 23年度

開始年度

内線

6,572

【事務分担量】（％） 85
合計（①＋②＋③）

根拠
法令等

42

行政評価
事業体系

6,493
5,209
6,482

計画推進のために[Ⅶ]
積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]
統計・調査の推進[14-04]

①決算額(23年度は見込み）
予算額

5,621

5,603

2,184

7,787
125

1,979

0

0

22年度
0

49

21年度

95
11,248

23年度

0

2 3

06,397 9,269

8

23年度18年度 19年度 20年度 22年度

9

事業所数 2,635

5,987
7,433

調査員数 194

17年度

その他（特定財源）

事項名

6,092

7,328

工業の実態を明らかにし、工業に関する施策の基礎資料を得る。（経済産業省所管）

製造業を営むすべての事業所を対象に実施。

　 経済センサス－活動調査の実施年を除き毎年実施。平成２３年工業統計調査を中止し、経済センサス
－活動調査で原則内訳調査年の全事項を把握する。
調査期日：毎年１２月３１日
調査員の選任方法：町会長に推薦依頼を行い、一部、町会の区域を跨る調査区は登録調査員を充てる。
調査員１人当り１８～１９事業所を担当する。
調査の種類
　ア　甲調査（従業者３０人以上の事業所）
　イ　乙１調査（従業者４人以上２９人以下の事業所）
　ウ　乙２調査（従業者３人以下の事業所）
主要調査事項
　ア　事業所名、所在地　　　　　　　　　　　　　　　オ　従業者数
　イ　本社または本店の名称、所在地　　　　　　　　　カ　現金給与の総額
　ウ　経営組織　　　　　　　　　　　　　　　　　　　キ　製造品の出荷額
　エ　資本金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ク　作業工程等

明治４２年に第一回目の調査が行われ、その後、大正９年から毎年実施されている。
昭和５６年以降は、西暦年の末尾が０年、３年、５年、８年は全数調査年（すべての製造業が対象）とし、それ以外
の年は原則、従業者４人以上の事業所が対象で、従業者３人以下の事業所は除かれる。（※経済センサス実施のた
め、２２年度は全数調査の年だが従業員４人以上の事業所を調査対象とし、また２３年度については実施をしない）

1直営

2,760

未実施2,1972,309 2,196
45

指導員数
14577

目的

対象者
等

内容

実
績
の
推
移

一般財源

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

（単位：千円）

7

922

経過

終期設定

事務事業名

分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（23年度）

工業統計調査

実施基準

③減価償却費

政策
施策

担当者名

工業統計調査（01-01-02）

03-01-18



事務事業分析シート（平成２３年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

3指導員費用弁償

27消耗品
調査員説明会 5

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(25年度)

20年度 21年度 22年度 23年度

継続

前年度設定

平成２１・２２年度従業者４人以上
平成２０年度従業者１人以上（全数調
査）

統計法施行令第８条により基幹統計は地方公共団体が処理する事務とさ
れ、本調査は製造業を営む区内全事業所を対象に工業に関する基礎資料を
得るため継続実施しなければならない。

問題点・課題の改善策検討

22

事務事業の分類

他
区
の
実

施
状
況

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

2,309 2,196
甲:33乙
1:747乙
2:1417

－

賃金

食糧費

予
算
・
決
算
の
内
訳

報酬

特別旅費

一般需用

平成21年度（決算）
主な事項 主な事項 金額（千円）

34

平成23年度（予算）
金額（千円）主な事項

平成22年度（決算）

臨時職員（5日）臨時職員（１２日）
調査員費用弁償

79

指導員費用弁償
調査員費用弁償

調査員説明会
2

68

5

役務費

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

事業所件数

消耗品
郵便料

0
26

未実施

指導員報酬

未実施 0調査員報酬(45人)

68

1,918

61

指導員報酬 103
＠34,250×3人

1,714
＠40,800×42調査区

＠34,250×2人

調査員報酬(49人)

金額（千円）

一部事業所から、毎年実施は事業所の負担が大きいとの指摘がある。

改善により期待する効果平成24年度以降に取り組む具体的な改善内容

＠40,800×47調査区

節・細節

郵便料 36

未実施実施

03-01-18



事務事業分析シート（平成2３年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

経過

終期設定

事務事業名

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（23年度）

施策

開始年度

統計・調査の推進[14-04]

6
実
績
の
推
移

17年度事項名

（調査実数）
事業所件数 8 11 14

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度
9 611

23年度

1,888

-1

377
377

377

378

4,591

377
342

2,704

4,934
65

343

85

1,863

376
356

1,874

2,230
65

367

3,5671,878一般財源
その他（特定財源）

1,420

364

1,784

369364

2,242 3,936

実施基準
分野

363

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

351
1,430

目的

対象者
等

内容

65

1,418

行政評価
事業体系

計画推進のために[Ⅶ]
積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]政策

都（特定財源）

統計法で定められた統計調査のため必須。必要性

実施
方法

①決算額（23年度は見込み）
予算額

事務事業の種類

・調査員が対象商店を訪問し、調査票の記入依頼の上、当該月の翌月に収集する。
・毎年、１２月上旬、調査員に翌年の調査区域、商店名、件数等を説明する。

371
352

23年度22年度

昭和

区民生活部区民課
内線

1,781

370

60

年度
根拠
法令等

商業統計調査の補完的役割をし、消費の動向を販売活動の面から捉え、景気の動向を把握する。（経済産業省
所管）

毎年、経済産業省大臣により１調査区が指定され、その調査区に所在する従業者１９人以下の小売商店が調査
対象となる。

調査期日：毎年度、毎月末日に実施
調査員：１人
調査員の選任方法：一年間を通して毎月の調査のため登録調査員を充てる。
調査事項
　ア　商店名及び商店所在地
　イ　月末従業者数
　ウ　月間商品販売額
集計結果の公表：毎月次公表（当月分調査は速報値を翌月末に、確報値を翌々月中旬に公表）

昭和２３年から毎年実施されている。

351
1,433

担当者名

22年度

18年度

商業動態統計調査（01-01-03）

28

２２１９平澤里子

②人件費等

17年度

国（特定財源）

（単位：千円）

1直営

【事務分担量】（％） 60
合計（①＋②＋③）

19年度

1,890

21年度20年度
373 373

354
3,582

計画区分

正木良一部課名
商業動態統計調査

新規事業 23年度

統計法（指定統計64号）商業動態統計調査規則

課長名

年度平成

③減価償却費

03-01-19



事務事業分析シート（平成2３年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

一年間、販売額等を調査票に記入するため、対象商店の協力が得られにくい。

改善により期待する効果平成24年度以降に取り組む具体的な改善内容

平成22年度（決算）
節・細節

郵便料

16

327報酬

特別旅費 調査員費用弁償
消耗品

＠27,200×１人×12月

13

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

調査員報酬

平成21年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

金額（千円）主な事項

一般需用

調査員報酬 340

調査員費用弁償

調査員報酬

17

326
＠27,200×１人×12月 ＠28,308×１人×12月

消耗品
1役務費

16消耗品

平成23年度（予算）
主な事項 金額（千円）

40 郵便料郵便料
0
16調査員費用弁償

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

事業所件数（調査実数） －11 9 6 6

目標値
(25年度)

継続

前年度設定

統計法施行令第８条により指定統計は地方公共団体が処理する事務とさ
れ、本調査は小売店を対象に、販売活動の面から景気の動向を把握するた
め継続実施しなければならない。

問題点・課題の改善策検討

22

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

20年度 21年度 22年度 23年度
指標に関する説明

指標の推移

03-01-19



事務事業分析シート（平成2３年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

区立の幼稚園・小学校・中学校、私立の幼稚園・中学校・専修学校・各種学校
不就学学齢児童　区立－幼９、小２３、中１０　私立－幼５、中２、専７、各５

調査期日：毎年５月１日
①学校調査・学校施設調査・卒業後の状況調査
②不就学学齢児童調査
公立の幼稚園、小学校、中学校については、区長より教育長へ委任し、教育委員会で調査を実施する。その他
は各学校長へ依頼。

従来、本調査は東京都で実施されてきたが、地方分権の実施により平成１３年度から区で実施（公立の幼稚
園、小学校、中学校については、東京都知事から東京都教育委員会に事務委任し、区の教育委員会にて実施し
てきた）。
平成１６年度から、公立学校の調査は「学校基本調査電子調査票収集システム」により実施。
平成１７年度から、希望する私立学校においても「学校基本調査電子調査票収集システム」により実施するこ
とになり、１７年度から６校が実施している。

経過

終期設定

学校教育行政に必要な基本的事項を明らかにし、学校教育行政の基礎資料を得る。（文部科学省所管）目的

対象者
等

内容

（公立・私立）
62

1直営

都（特定財源）

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

27
1,430

27

一般財源
その他（特定財源）

事項名実
績
の
推
移

61学校数 59 61 61 60

1,872
17年度 21年度 22年度

1,4621,430
23年度18年度 19年度 20年度

-44,592

22

1,888

34
34

34

38

22
2,704

4,614
65

1,903
65

31

3,158

31
30

3,159

3,189
80

31

1,490
60

1,459

28 28

事務事業の種類

分野
行政評価
事業体系

計画推進のために[Ⅶ]
積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]政策

施策

23年度

年度
統計法

根拠
法令等

学校基本調査
正木良一部課名

内線

13
新規事業 22年度

平澤里子

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（23年度）

学校基本調査（01-01-04）

２２１９

国（特定財源）

17年度 18年度

60
合計（①＋②＋③）

②人件費等

1,457

③減価償却費

開始年度

事務事業名
担当者名

（単位：千円）

調査の日程　１学校（園）長への調査依頼　４月中旬
　　　　　　２調査票の配布　　　　　　　４月中旬
　　　　　　３調査票の提出　　　　　　　５月上旬
※２３年調査公表時期：速報値２３年８月　確報値２４年２月

課長名

年度平成昭和

区民生活部区民課

19年度 23年度22年度

【事務分担量】（％） 60

20年度
31
29

1,874

34
26

1,433

予算額

統計法で定められた統計調査のため必須。必要性

実施
方法

1,463

28
21年度

計画区分

統計・調査の推進[14-04]

実施基準

①決算額（23年度は見込み）
2828
27

1,431

61

03-01-20



事務事業分析シート（平成2３年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

26
郵便料3

金額（千円）

改善により期待する効果平成24年度以降に取り組む具体的な改善内容

未実施実施

消耗品
郵便料

主な事項 金額（千円）

5 5

主な事項予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成22年度（決算）
節・細節

一般需用
役務費

平成23年度（予算）

17

平成21年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

消耗品 29
郵便料

消耗品

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

学校数 －61 61 60 62

継続

前年度設定

統計法施行令第８条により指定統計は地方公共団体の処理する事務とさ
れ、本調査は区立の幼稚園、小中学校、各種学校等を対象に、学校教育行
政の基礎資料を得るものであり、継続実施しなければならない。

問題点・課題の改善策検討

22

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(25年度)

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

20年度 21年度 22年度 23年度

03-01-20



事務事業分析シート（平成2３年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

31

0

1直営

0一般財源
その他（特定財源）
都（特定財源）

経過

終期設定

商業統計調査を円滑に実施するため、前年に準備事務を行なう。

対象者
等

内容

商業統計調査準備事務

実
績
の
推
移

事項名 17年度 21年度 22年度 23年度18年度 19年度 20年度
0

0
0

0

0

0
0
0

0
0
0

0

0
0
0

0
0

0
0
0

0
0

0

0
0

正木良一部課名
平澤里子

20年度19年度
（単位：千円）

23年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（23年度）

52
2,418

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

0
0

新規事業 23年度 22年度

事務事業名
担当者名

行政評価
事業体系

計画推進のために[Ⅶ]
積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]政策

施策

分野

２２１９

年度

課長名

年度平成昭和

区民生活部区民課
内線

統計法
根拠
法令等

商業統計調査準備事務

26

0

③減価償却費

事務事業の種類
開始年度

目的

卸・小売業を営む事業所

調査期日：「商業統計調査」実施年の前年度の２月（前回は平成１９年２月）。
経済産業省のリストとの照合により、調査客体の所在を確認し、指導員・調査員候補者の推薦を行う。

５年ごとに実施している商業統計調査の前年に準備事務を行う。なお、次回の商業統計調査については、平成
２５年の予定である。

0
21年度

国（特定財源）

17年度 18年度

合計（①＋②＋③）

②人件費等

0

経済産業省のリスト照合及び必要に応じて現地調査を行う。

実施基準 計画区分

統計・調査の推進[14-04]

統計法で定められた統計調査のため必須。必要性

実施
方法

22年度

0
①決算額（23年度は見込み）

07
07

2,411

予算額

【事務分担量】（％）

2,387

03-01-21



事務事業分析シート（平成2３年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

改善により期待する効果平成24年度以降に取り組む具体的な改善内容

実施

消耗品

未実施

7

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円） 主な事項
平成22年度（決算）

節・細節

一般需用

平成23年度（予算）
主な事項 金額（千円）

0

金額（千円）

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

継続

前年度設定

統計法施行令第８条により指定統計は地方公共団体の処理する事務とさ
れ、商業統計調査を円滑に実施するための準備であり、継続実施しなけれ
ばならない。

問題点・課題の改善策検討

22

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(25年度)

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

20年度 21年度 22年度 23年度

03-01-21



事務事業分析シート（平成2３年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

0

経過

終期設定

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（23年度）

平成

計画推進のために[Ⅶ]

課長名
事務事業名

内容

③減価償却費

105（予定）

事項名

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

0
0

実
績
の
推
移

17年度
対象者

18年度 19年度

1,462

79
20年度 23年度

1,4620

0
0

21年度 22年度
0

0
0
0

0
0

04,052 0

0
0
0

0
0

23年度

根拠
法令等

22年度

・調査員として統計業務に１０回以上従事した者。
・統計調査の趣旨を理解し、統計調査員の模範としてふさわしい者。

功労者に感謝状及び記念品を贈呈し、感謝の意を表す。
国勢調査実施の翌年度に実施（前回は平成１８年１０月３０日実施）

0

各種統計調査に従事する統計調査員の士気の高揚を図り、統計調査の円滑な実施と統計の普及向上を目指す。

一般財源
その他（特定財源）

38
0

0 1,462
1,462

②人件費等

【事務分担量】（％） 0

0

合計（①＋②＋③）

①決算額(23年度は見込み）
予算額

行政評価
事業体系

目的

対象者
等

積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]政策

18年度

分野

施策

２２１９平澤里子

統計功労者感謝のつどい（01-02-02）

区長より功労者代表に感謝状等を贈呈する。表彰式終了後、懇親会を催す。
出席者　①特別来賓：区議会正副議長、福祉・区民委員会正副委員長、連合町会長
　　　　②一般来賓：功労者関係町会長

担当者名
統計功労者感謝のつどい

計画区分

事務事業の種類

年度
45

都（特定財源）

各種統計調査に従事する統計調査員の士気の高揚を図り、統計調査の円滑な実施と統計の普及向上のため必要
性は高い。

必要性

実施
方法

国（特定財源）
4,052

17年度

新規事業 23年度 22年度

19年度

昭和４５年度より実施され、平成２３年度は１６回目となる。（平成２３年度は１０月３１日（月）サンパー
ル荒川小ホールにて実施予定）

年度

（単位：千円）

1直営

昭和開始年度

実施基準

統計・調査の推進[14-04]

0
0

0
0

0
0

正木良一部課名

1,237
2,815

01,397
21年度20年度

区民生活部区民課
内線

03-01-22



事務事業分析シート（平成2３年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

節・細節

懇親会費、生花・看板等

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成22年度（決算）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

改善により期待する効果平成24年度以降に取り組む具体的な改善内容

41

平成23年度（予算）
主な事項 金額（千円）

116
郵便料他

一般需用

役務費

記念品他
感謝状他

0

0
0

金額（千円）

平成18年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

記念品他

主な事項

郵便料他

546
感謝状他

26

63
439

0

46
懇親会費、生花・看板等 713
会場使用料

36
673 0

使用料及
委託料

会場使用料

23年度
指標に関する説明

指標の推移

※23年度は予定数

22年度

－

前年度設定

統計調査員の士気の高揚と統計調査の円滑な実施に役立っており、優先度
は高い。

問題点・課題の改善策検討

10 12

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

79

推進

分類についての説明・意見等
今年度設定

推進

－ －

目標値
(25年度)

105

18年度 21年度

03-01-22



事務事業分析シート（平成2３年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

未実施

経過

終期設定

【平成２２年度実績】
調査期日：１０月１日午前零時現在（５年周期）
調査員１，６８８名・指導員１９２名（無人調査区を除く）
調査員の選任方法：
（１）一般調査区：大半の調査区は各町会長へ４月中旬から、調査員の推薦依頼を行なう。その他町会未加
入等の集合住宅等は管理人、自治会等に推薦を依頼
（２）特別調査区：福祉施設、社員寮、警察寮、病院、簡易宿泊所等の施設関係者に調査員の推薦依頼を行
なう。なお、（１）及び（２）とも調査員一人当り平均６０世帯を調査する。
指導員の選任方法：区職員と登録調査員とする。
調査事項（平成１７年より３項目多い２０項目）
　ア　世帯員に関する事項（氏名、男女別、出生年月、世帯主との続柄、配偶の関係、国籍、就業状態、
　　　勤め先・業種などの名称、事業の内容、本人の仕事の内容、従業地または通学地）
　イ　世帯に関する事項（世帯の種類、世帯員の数、住居の種類、住宅の床面積、住宅の建て方）　　　平
成２２年調査集計結果：２３年２月に人口速報集計公表。人口等の基本集計（確報）は２３年１０月公表予
定。その他の集計結果については集計が完了したものから順次公表される。

大正９年より実施（平成２２年調査で１９回目。次回は平成２７年）。周期：５年ごと。

目的

速報値

実
績
の
推
移

世帯数

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

1直営

事項名

人員（女）
人員（男）

③減価償却費
②人件費等

97,158
204,646人員（合計）

87,480
17年度

191,207
95,416
95,791

23年度18年度 19年度 20年度 21年度 22年度
0

0
0

0

60,918

137,602
104,022
42,590

164,972
632

104,054

18,360

0

0
0
0

0
0

0

0
0
0

0
0

区民生活部区民課

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（23年度）

国勢調査職員人件費（01-01-05）　国勢調査 (01-01-06)

事務事業の種類

課長名
内線 ２２１９担当者名

国勢調査

新規事業
開始年度

（単位：千円）

平成大正 9

計画推進のために[Ⅶ]

年度 根拠
法令等

行政評価
事業体系

102,407

政策
施策

積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]

①決算額（23年度は見込み）
予算額

統計法で定められた統計調査のため必須。

23年度22年度

区内の人口・世帯数を調査し、年齢別、男女別、職業別等の人口構成・世帯構成及び経済構成を把握し、各
種行政施策の基礎資料とする。（総務省所管）

調査時（１０月１日）に常住する者
ただし、外国政府の外交使節団、領事機関の構成員及び外国軍隊の軍人・軍属とこれらの家族を除く。

対象者
等

内容

37,880

必要性

実施
方法

17年度

統計法

31,738一般財源
その他（特定財源）

19年度18年度

108,549

0

0 0

0

年度

0

調査の日程（２２年調査）調査員説明会：９月７日から１７日（１０日間、２０回実施）
　　　　　　　　　　　　調査票の配布：９月中旬から　　　調査票回収：１０月１日から
　　　　　　　　　　　　調査票等の提出：１０月中旬から　調査票等の審査：１０月中旬から
　　　　　　　　　　　　調査票等の都へ提出：第１次12月10日、第２次1月24日、第３次３月23日

事務事業名

統計・調査の推進[14-04]

実施基準
分野

23年度 22年度

正木良一部課名
平澤里子

計画区分

124,693

140,287
【事務分担量】（％） 320
合計（①＋②＋③）

都（特定財源）
国（特定財源）

0
0

0
0

21年度20年度
0

0
0

03-01-23



事務事業分析シート（平成2３年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

未実施実施 22

(1)…登録調査員の充実を図り、次を担う調査員の育成を
行っていく。
(2)(3)…調査方法については国統一の基準があり、区独
自で実施するのは難しい面があるが、より精度の高い調
査を実施するためにも調査員の指導や住民への周知等を
さらに進めていく。

276

204,646

（１）調査員の高齢化により、各町会において調査員の確保が困難な状況になっている。
（２）昼間の不在者やオートロックマンションの増加により、調査員の負担が増している。
（３）プライバシー意識の高揚により、調査の協力が得られにくい。
プライバシー保護の方策：22年調査より、調査票の完全密封提出、郵送提出の導入がなされた。しかし、まだ
調査員が自宅に訪問するということに抵抗感を持つ世帯が多く、提出方法だけでなく、配布方法も検討する必要
がある。また調査員に対しては、説明会で調査上知り得たことについて、守秘義務があることを更に指導してい
く。

－

指標の推移

0

改善により期待する効果

2,229時間外勤務手当

平成24年度以降に取り組む具体的な改善内容

ノートパソコン等

主な事項 金額（千円）金額（千円）

平成23年度（予算）

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成22年度（決算）

一般賃金

指導員報酬（181人）

臨時職員

消耗品等

報酬

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

節・細節

役務費

職員手当等

6,332

1,433

465
186

＠50,950×181人

調査員報酬（1,690人）

9,222

  82,676

一般需用
1,071

報償費
説明会他 218

2,445

7,472
450調査員謝礼

役務費
調査用品運搬委託

消耗品等

1,652
役務費 1,082

臨時職員

1,832調査区分 1,941調査区分
指導員報酬（192人)

834 説明会会場借り上げ 871

未実施

11,097

調査員報酬(1,688人) 76,230

188

主な事項

食糧費
補助調査員謝礼
説明会他

世帯数 97,158

17年度 21年度 22年度
目標値
(25年度)

23年度

委託料

備品購入
使用料及

人員

調査用品運搬委託
説明会会場借り上げ

191,207 －

87,480 －

継続

前年度設定

統計法施行令第８条により指定統計は地方公共団体が処理する事務とさ
れ、本調査は区内の全人口、世帯数、人口構成、経済構成等を把握するた
め継続実施しなければならない。

問題点・課題の改善策検討

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

他
区
の
実

施
状
況

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

※22年度は速報値

※22年度は速報値

指標に関する説明

－

03-01-23



事務事業分析シート（平成2３年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

実
績
の
推
移

未実施315

経過

終期設定

国民の就業及び不就業の状態を調査し、全国及び地域別の就業構造に関する基礎資料を得ることを目的とする
（総務省所管）

平成１７年国勢調査の調査区を第１次抽出単位として統計抽出し、住戸を第２次抽出単位として系統（等間
隔）抽出する層化２段抽出法により抽出された世帯の世帯主及び１５歳以上の世帯員（約３００世帯）。

調査期日：１０月１日（５年周期）
調査員数１１人、指導員数２人（平成１９年度実績）
調査員選任方法：調査区域が、町会の区域を跨るため、登録調査員から選任する。
指導員選任方法：登録調査員から選任する。
主要調査事項
　ア　１５歳以上の世帯員に関する事項
　　　（氏名、男女の別、出生の年月、世帯主との続柄、配偶者の関係、調査時の１年前の常住地、在学・
　　　卒業等教育の状況、就業状態、所属の事業所の名称・経営組織及び事業の種類、所属の企業全体の
　　　従業者数、仕事の種類、従業上の地位、主な仕事からの年間収入、就業日数または就業時間に関す
　　　る事項、継続就業年数、転職及び追加就業希望に関する事項、副業に関する事項、新規就業希望に
　　　関する事項、調査時の１年前の就業状態及び就業理由、前職に関する事項）
　イ　世帯に関する事項
　　　（年齢別世帯員数、収入の種類、年間収入）

昭和３１年の第１回調査以来、昭和５７年度までは３年ごとに実施されてきた（昭和５２年のみ２年目実
施）。昭和６２年からは５年ごとに実施され、平成１９年度で１５回目（結果公表２０年７月）。次回は２４
年度

目的

対象者
等

内容

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

0
0

調査世帯
事項名 17年度 22年度 23年度18年度 19年度 20年度 21年度

0

0
0

0

0

0
0
0

0
0
0

0

0
0
0

0
0

0

0
0
0

0
0

5,374
72

0 4,256

1,118

政策
施策

0

1直営

（単位：千円）

区民生活部区民課
内線

年度平成
統計法

根拠
法令等

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（23年度）

就業構造基本調査

事務事業の種類
開始年度 昭和

年度

行政評価
事業体系

19年度

31

23年度22年度

統計・調査の推進[14-04]

計画推進のために[Ⅶ]
積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]

18年度

計画区分

予算額

統計法で定められた統計調査のため必須。必要性

実施
方法

17年度

0

0

【事務分担量】（％） 0
合計（①＋②＋③）

②人件費等
①決算額（23年度は見込み）

③減価償却費

２２１９平澤里子

調査の日程
　１　調査員説明会　　９月中旬　　　４　調査票等の提出　１０月中旬
　２　調査票の配布　　９月下旬　　　５　調査票等の審査　１０月中旬～１１月中旬
　３　調査票の回収　１０月上旬　　　６　調査票等の都への提出　１１月下旬

担当者名
就業構造基本調査

新規事業 23年度 22年度

課長名
事務事業名

正木良一部課名

0
0

1,8590
1,056
4,318

21年度20年度

0

一般財源
その他（特定財源）

0

都（特定財源）
国（特定財源）

03-01-24



事務事業分析シート（平成2３年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

実施

調査員は、準備調査で担当調査区内の全世帯を訪問し、世帯名簿を作成する。
その後、本調査において、区より指定された世帯に調査の協力をお願いし、調査票を配布するが、不在世帯、
オートロックマンションが多い状況の中で調査員の負担が大きい。

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成22年度（決算）
節・細節

平成19年度（決算）
主な事項

798
主な事項

臨時職員

報酬
１調査区　＠38,980×１人　２調査区　＠75,960×１０人

金額（千円）金額（千円）

平成23年度（予算）

0未実施 0

調査員費用弁償

説明会
消耗品
郵便料

2
19
25

68

未実施

一般賃金

調査員報酬（１１人）

指導員報酬（２人）

特別旅費

主な事項

67
72

＠33,850×２人

19年度 21年度指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

調査世帯数 315 －

食糧費

継続

22

役務費

未実施

統計法施行令第８条により指定統計は地方公共団体が処理する事務とさ
れ、本調査は全国・地域別就業構造に関する基礎資料を得るため継続実施
しなければならない。

問題点・課題の改善策検討

一般需用

－

指導員費用弁償 5

－

継続

前年度設定

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

今年度設定

他
区
の
実

施
状
況

改善により期待する効果平成24年度以降に取り組む具体的な改善内容

－

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(25年度)

22年度 23年度

03-01-24



事務事業分析シート（平成2３年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

0

経過

終期設定

目的

対象者
等

内容

事務事業の種類
開始年度

未実施

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

一般財源
その他（特定財源）
都（特定財源）
国（特定財源）

③減価償却費

（単位：千円）

0
0

必要性

実施
方法

指導員数 29

実
績
の
推
移

17年度
調査区数

事項名
360

0
0

0

18年度 19年度 20年度
00

21年度 22年度 23年度
0

0
0
0

0
0

0
0
0

0
0

0 03,397

18年度

統計法で定められた統計調査のため必須。

3,476

0
0
0

0
00

4,370
60

平成１７年国勢調査調査区を抽出単位として、総務大臣が指定する調査区（指定調査区）の全住戸数

調査期日：「住宅・土地統計調査」実施年の前年度の２月１日（前回は平成２０年２月１日）
指導員数２９人（平成１９年度実績）
指導員の選任方法：町会の区域を跨るため、登録調査員を充てる。
設定の方法
　ア　指導員が指定調査区を実地調査し、調査区ごとの全住戸数の確認と調査区情報を収集する。
　イ　住戸数が７０以下の場合は、その全域を１単位区とし、住戸数が７０を超える場合は、住戸数に
　　　応じた数の単位区に分割を行なって単位区を設定し、単位設定図を作成する。

昭和２３年から「住宅統計調査」（平成１０年より住宅・土地統計調査に改称）が５年周期で実施されている
が、その前年に調査区域を明確にし、調査の円滑な実施を図ることを目的に行なわれてきた。次回は調査単位
区設定事務は２４年度に、調査は２５年度（平２５．１０．１）に実施予定。

住宅・土地統計調査（指定統計１４号）の調査地域を明確にし、調査の円滑な実施と結果精度の向上を図るた
め調査単位区を設定する。

23

行政評価
事業体系

計画推進のために[Ⅶ]
積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]政策

施策

計画区分
年度

統計法
根拠
法令等

課長名

年度平成昭和

区民生活部区民課
内線

23年度 22年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（23年度）

住宅・土地統計調査単位区設定事務

調査の日程
　１　指導員説明会　１月中旬　　　　　　　　　　３　単位区設定図等の提出　２月中旬
　２　単位区の実地調査　１月下旬～２月上旬　　　４　関係書類の都への提出　３月上旬

0

17年度

①決算額（23年度は見込み）
予算額

973

1直営

00

0

【事務分担量】（％） 0
合計（①＋②＋③）

②人件費等
0
0

事務事業名

統計・調査の推進[14-04]

実施基準
分野

担当者名
住宅・土地統計調査単位区設定事務

新規事業

正木良一部課名
平澤里子 ２２１９

2,0280
894

21年度20年度19年度 23年度22年度

03-01-25



事務事業分析シート（平成2３年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

平成24年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

問題点・課題の改善策検討

22

消耗品
1

食糧費

役務費
一般需用

指導員説明会
特別旅費

臨時職員

平成23年度（予算）
主な事項

平成22年度（決算）
金額（千円）

指導員費用弁償
一般賃金

金額（千円） 金額（千円）

報酬 0815 未実施予
算
・
決
算
の
内
訳

１４調査区　＠30,850×２人　１５調査区　＠32,570×９人

指導員報酬（２９人）

平成19年度（決算）
主な事項

郵便料

１０調査区　＠23,970×１人　１１調査区　＠25,690×１７人

節・細節

事務事業の分類

未実施 0

16

0
59
3

新築マンション等について、オートロック式の増加により、建物内に入ることができないため、各階の部屋数等
詳細を確認することが困難になっている。

改善により期待する効果

継続

前年度設定

統計法施行令第８条により指定統計は地方公共団体の処理する事務とさ
れ、本調査は住宅・土地統計調査を円滑に実施するための事務であり、継
続実施しなければならない。

主な事項

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

調査区数 360 － －

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

指標に関する説明
19年度 21年度 22年度 23年度

－ －

指標の推移
目標値
(25年度)

03-01-25



事務事業分析シート（平成2３年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

0

1直営

国民の消費生活上重要な支出対象となる商品の販売価格及びサービスの料金並びにこれらを取り扱う事業所を
調査し、地域別、事業所の形態別等の物価に関する基礎資料を得ることを目的とする。（総務省所管）

内容

経過

終期設定

総務大臣により指定された調査区内に所在する一般小売店舗、大規模店舗（売場面積１，０００㎡以上の店
舗）、サービス業及び通信販売店舗
　※平成１４年調査時の大規模店舗は、売場面積４５０㎡以上

調査期日：平成１９年第１０回調査　１１月２１日　※特売価格調査は１１月１５日～１１月２１日の一週間
（５年周期）
調査員２人（平成１９年度実績）
調査員の選任方法：町会の区域を跨るため、登録調査員から選任する。
指導員の選任方法：登録調査員から選任する（平成１９年度実績なし）。
主要調査事項
　ア　事業所に関する事項（名称、形態、立地条件、従業者数、経営に関する事項、取扱商品の種類、
　　　　　　　　　　　　　主な仕入先）
　イ　品目に関する事項（販売価格または料金、銘柄に関する事項）

昭和４２年に第１回調査が行なわれ、以後４６年、４９年、５２年に実施されてきた。昭和５７年以降は、５
年ごとに実施され、平成１９年調査で１０回目となる。次回は２４年度実施。

目的

対象者
等

未実施
実
績
の
推
移

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

0
0

上記以外の店舗

17年度
大規模店舗

③減価償却費

0

90

事項名
2

21年度 22年度 23年度18年度 19年度 20年度
0

0
0

0

0

0
0
0

0
0

0

0
0
0

0
0

0
0
0

0
0

2,377
30

0 2,200

177

２２１９

年度
統計法

根拠
法令等

全国物価統計調査
正木良一部課名

平澤里子

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（23年度）

全国物価統計調査

42

行政評価
事業体系

計画推進のために[Ⅶ]
積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]政策

施策 統計・調査の推進[14-04]

実施基準
分野

事務事業の種類

課長名

年度平成昭和

区民生活部区民課
内線

開始年度

事務事業名
担当者名

一般財源
その他（特定財源）

18年度 23年度22年度

00

0

【事務分担量】（％） 0

21年度20年度19年度17年度

合計（①＋②＋③）

②人件費等
0
0

0

新規事業 23年度 22年度

計画区分

調査の日程　１　調査員説明会　１０月下旬　　　　　　　４　調査票等の提出　１２月始
　　　　　　２　調査票の配布　１１月上旬　　　　　　　５　調査票等の審査　１２月始から
　　　　　　３　調査票の回収　１１月下旬（２１日以降）６　調査票等の都への提出　１２月～１月

3870予算額

統計法で定められた統計調査のため必須。必要性

実施
方法

（単位：千円）

120
2,257

①決算額（23年度は見込み）

都（特定財源）
国（特定財源）

0

03-01-26



事務事業分析シート（平成2３年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

予
算
・
決
算
の
内
訳

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

改善により期待する効果平成24年度以降に取り組む具体的な改善内容

一週間継続して指定された品目（野菜、魚、肉等）を調査するため、調査の協力を得るのが困難である。

金額（千円）

平成22年度（決算）

一般需用

調査員報酬

大規模店調査報酬

調査員費用弁償

節・細節

大規模店調査費用弁償

94報酬

特別旅費

消耗品

金額（千円）金額（千円）

0未実施
主な事項 主な事項

平成19年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

未実施 0

平成23年度（予算）

6
1

役務費 郵便料
10
7

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

売場面積１，０００㎡以上

＠47,040×２人

＠1,040×２店
2

－2

－ －

－ － －

22年度 23年度

継続

前年度設定

売場面積１，０００㎡未満

統計法施行令第８条により指定統計は地方公共団体の処理する事務とさ
れ、本調査は物価に関する基礎資料を得るものであり、継続実施しなけれ
ばならない。

問題点・課題の改善策検討

22

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

90 － －

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(25年度)

19年度 21年度

03-01-26



事務事業分析シート（平成2３年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

経過

終期設定

内容

目的

対象者
等

商店の分布状況や販売活動の実態などを明らかにし、これらに関する施策の基礎資料を得る。（経済産業省所
管）
平成２１年商業統計調査を中止し、平成２４年経済センサス－活動調査で原則簡易調査年の膳事項を把握す
る。

日本標準産業分類に掲げる大分類Ｊ　卸売・小売業に属する全事業所

未実施
事項名

一般財源

831

実
績
の
推
移

2,699
卸売
事業所件数

小売 1,868

18年度
0

22年度21年度
0

17年度

0

0

19年度 20年度
0 0

23年度
00

0

0
0

計画推進のために[Ⅶ]

0

10,542
115

0
0
0

0

0

5,485

5,057

0

調査期日：６月１日
調査員数１３５人・指導員数８人（平成１９年度実績）
調査員選任方法：町会長に推薦依頼を行い、一部、町会の区域を跨る調査区は、登録調査員を充てる。
指導員選任方法：登録調査員から選任する。
主要調査項目
　ア　事業所の名称及び所在地
　イ　経営組織
　ウ　従業員数等
　エ　年間商品販売額、商業以外の収入額
　オ　セルフサービス方式の有無
　カ　売場面積
　キ　企業全体の事業所数、従業員数、年間商品販売額

昭和２４年に調査を開始、昭和２７年まで毎年、以後昭和５１年までは２年ごとに、それ以降平成９年までは
３年ごとに実施されてきたが、平成１４年調査から５年ごとに実施されることとなり、平成１９年調査で３０
回目（事業所・企業、サービス業との同時調査（２回）を含む）の調査である。なお、経済センサス－活動調
査の実施に伴い２１年度調査は中止、次回の調査は平成２５年度の予定である。

1直営

0

0

0
0

0

21年度20年度

調査の日程：　１　調査員説明会　　５月中旬　　　４　調査票等の提出　　　６月中旬
　　　　　　　２　調査票の配布　　５月下旬　　　５　調査票等の審査　　　６月中旬～７月下旬
　　　　　　　３　調査票の回収　　６月上旬　　　６　調査票等の都への提出　８月上旬

0

0 0

政策
施策

商業統計調査

統計法
根拠
法令等年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（23年度）

行政評価
事業体系

実施
方法

17年度予
算
・
決
算
額
等
の
推
移 その他（特定財源）
都（特定財源）

（単位：千円）

【事務分担量】（％）

国（特定財源）

19年度 23年度22年度

0

0
0

0 5,550

00

事務事業名

統計・調査の推進[14-04]

実施基準
分野

担当者名

合計（①＋②＋③）

24開始年度
23年度 22年度

②人件費等 0

年度平成昭和
新規事業

積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]

商業統計調査

事務事業の種類

①決算額（23年度は見込み）
予算額

統計法で定められた統計調査のため必須。

計画区分

0
7,2530
4,992

18年度

必要性

正木良一部課名
平澤里子

課長名区民生活部区民課
内線 ２２１９

③減価償却費

03-01-27



事務事業分析シート（平成2３年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

予
算
・
決
算
の
内
訳

特別旅費 調査員費用弁償 134

0.5調査区　＠16,130×38人

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

1.0調査区　＠32,260×82人 1.5調査区　＠48,390×９人

金額（千円）

指標に関する説明

改善により期待する効果平成24年度以降に取り組む具体的な改善内容

年間の商品販売額を商品別に記入し、また店頭販売や訪問販売などの商品販売形態等を記入するため、調査の協
力を得るのが困難である。

役務費

2.0調査区　＠64,520×５人

4,097

271

金額（千円）

平成19年度（決算）
主な事項 主な事項

報酬

一般賃金

調査員報酬

指導員報酬(８人）

臨時職員
＠33,850×８人

2.5調査区　＠80,650×１人

消耗品

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

事業所件数

0

節・細節
平成22年度（決算） 平成23年度（予算）

403

16
事務説明会食糧費

一般需用

指導員費用弁償

郵便料

14
27
30

金額（千円）主な事項

継続

前年度設定

経済センサス－活動調査の実施により中止

問題点・課題の改善策検討

22

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

19年度 21年度 22年度

2,699 － －

事務事業の分類

指標の推移
目標値
(25年度)

－

23年度

－

03-01-27



事務事業分析シート（平成2３年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
● ○
○ 有● 無
● 法令基準内 ○ 都基準内 ○ 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ○ 常勤 ● 非常勤 ○ 臨時職員 ）

17,137

10,792

0

調査の日程：　１　調査員説明会　　９月中旬　　　　　　　　４　調査書類区回収　１０月中旬
　　　　　　　２　調査票の配布　　９月下旬　　　　　　　　５　調査書類審査　　１０月下旬～
　　　　　　　３　調査票回収　　　１０月１日～　　　　　　６　調査書類の都への提出　１１月下旬

正木良一

20年度19年度18年度

住宅・土地統計調査

新規事業 23年度 22年度

0
0

0
0

0

0

0
0

0

0

部課名 区民生活部区民課
内線 ２２１９平澤里子担当者名

③減価償却費

00

都（特定財源）

②人件費等
①決算額（23年度は見込み）

一般財源
その他（特定財源）

0
合計（①＋②＋③）
国（特定財源）

【事務分担量】（％）

統計法で定められた統計調査のため必須。必要性

実施
方法

17年度
（単位：千円）

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

0

0

予算額
23年度22年度

0
0 00

0

21年度
0

事務事業名

統計・調査の推進[14-04]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（23年度）

住宅・土地統計調査

事務事業の種類

課長名

年度平成
年度

23

計画区分

統計法
根拠
法令等

0

0

12,258
10,411
6,726

115

0
0
0

0
0

0
0

0

18年度 19年度 20年度 21年度
06,345 00

22年度 23年度17年度
調査区 未実施

事項名

調査住戸
364

6,188

経過

終期設定

目的

対象者
等

住宅、土地の保有状況及び世帯の居住状況等の実態を調査し、その現状と推移を全国及び地域別に明らかにす
る。（総務省所管）

直近の国勢調査調査区の中から全国平均約４分の１の調査区を抽出し、その調査区から単位区を設定し、単位
区内から調査対象住戸を抽出する。（※平成２０年調査　３６４調査区、６，１８８住戸より１７住戸を抽
出）

調査期日：平成２０年１０月１日
調査員１３８名・指導員２５名
調査員の選任方法：町会長に推薦依頼を行い、一部、町会の区域を跨る調査区は登録調査員を充てる。
調査員一人当り２調査区３４戸または３調査区５１戸を担当する。
指導員の選任方法：登録調査員から選任する。
主要調査事項
　１　建物の構造
　２　住宅の建て方、種類
　３　建設時期、床面積、建設面積、敷地面積
　４　設備に関する事項
　５　所有の関係
　６　世帯の種類、世帯構成

1直営

内容

開始年度

政策
施策

住宅統計調査及び土地統計調査は、平成５年まで個別に実施されてきたが、平成１０年から住宅と土地の統合
的な調査に再編成され、平成２０年度で３回目の実施となる。５年周期で、次回は２５年度実施予定。

行政評価
事業体系

計画推進のために[Ⅶ]
積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]

昭和

実
績
の
推
移

03-01-28



事務事業分析シート（平成2３年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

21年度 22年度

調査住戸

364 － －

－

－

－

問題点・課題の改善策検討

継続

前年度設定

統計法施行令第８条により指定統計は地方公共団体の処理する事務とさ
れ、本調査は住宅、土地の保有状況及び世帯の居住状況に関する基礎資料
を得るものであり、継続実施しなければならない。

事務事業の分類

20年度

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

－

23年度

平成24年度以降に取り組む具体的な改善内容

613

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

調査区

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(25年度)

均一割　＠8,780×１３８人

均一割　＠10,760×25人
403

改善により期待する効果

食糧費

個人情報の関係及び調査項目が多いことなどにより、抽出された世帯の協力を得ることが難しい。
世帯名簿の作成から調査対象世帯の決定までの期間が短く、不在などにより把握できない世帯が多いことが予想
され、調査員の負担が大きい。

－

6,188 －

15
一般需用
役務費

消耗品
郵便料

140
113

臨時職員
調査員費用弁償

調査員等説明会

特別旅費

主な事項
節・細節

0

金額（千円）

乙調査区　＠2,400×43調査区

報酬

一般賃金
甲調査区　＠1,990×321調査区

調査員報酬(138人)

指導員報酬

0

1,011

7,997予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成22年度（決算）

甲調査区 ＠18,160×321調査区

平成20年度（決算）
主な事項

平成23年度（予算）
主な事項 金額（千円）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施 22

指導員費用弁償 117

乙調査区 ＠22,240×43調査区

03-01-28



事務事業分析シート（平成2３年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ○それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

0

0
0
0

①決算額（23年度は見込み）
予算額

平成２１年度の町会連合会会議にて調査員の推薦依頼を行なうための書類等作成。

計画区分

20年度

必要性

実施
方法

実施基準
分野

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

0

22年度

年度

19年度18年度

20

0
0

統計報告調整法

0

0 0

年度 根拠
法令等

統計・調査の推進[14-04]

0

平成２１年度に基礎調査を、平成２３年度（２４年２月１日基準）に活動調査を実施。

21年度

事務事業名
２２１９

区民生活部区民課
内線

正木良一部課名
平澤里子

新規事業 23年度

合計（①＋②＋③）

②人件費等
③減価償却費

0

担当者名
経済センサス準備事務

政策
施策

平成昭和

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（23年度）

経済センサス準備事務

事務事業の種類

課長名

統計報告調整法に基づく統計調査のため必須。

17年度

0
0

開始年度

都（特定財源）
国（特定財源）

行政評価
事業体系

計画推進のために[Ⅶ]
積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]

各町会長に調査員の推薦依頼の準備を行う。

その他（特定財源）

【事務分担量】（％） 0

000一般財源 5,456

79
12

5,456

5,468
100

12

0

0
0
0

0
0

0

0
0
0

0
0
0

0
0

0

23年度22年度

0
21年度 22年度 23年度18年度 19年度 20年度17年度事項名実

績
の
推
移

（単位：千円）

対象者
等

内容

1直営

経過

終期設定

平成２１年経済センサス－基礎調査の実施に当り、統計調査員の確保などを行い、調査に支障のないよう準備
を行う。

目的

03-01-29



事務事業分析シート（平成2３年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

20年度 21年度 22年度 23年度

継続

前年度設定

統計報告調整法第１条に規定する行政事務の効率化を図ることを目的に実
施する経済センサスを実施するには欠かせない事務である。

問題点・課題の改善策検討

22

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(25年度)指

　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

1

平成22年度（決算）

未実施

平成20年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

12

節・細節
金額（千円）

消耗品
郵便料

一般需用
役務費

改善により期待する効果平成24年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

予
算
・
決
算
の
内
訳

平成23年度（予算）
主な事項 金額（千円）

0

金額（千円）主な事項
未実施 0

町会への調査員推薦において、町会より調査員のなりてがないため、多くの調査員を推薦することが難しいとの
話があり、調査員不足が懸念される。

未実施実施

03-01-29



事務事業分析シート（平成2３年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

計画区分

平成昭和
年度

経済センサス調査区設定事務

17年度

【事務分担量】（％） 0
合計（①＋②＋③）

②人件費等

正木良一部課名 区民生活部区民課 課長名

0

19年度18年度
0

２２１９平澤里子担当者名 内線

統計報告調整法
根拠
法令等

20

0

実施
方法

経済センサス調査区設定事務

新規事業 23年度 22年度事務事業の種類
年度

調査区設定基準日：平成２０年６月１日

必要性

0

③減価償却費

0
0

0
0
00

23年度22年度21年度20年度
155
18

3,517

実施基準
分野

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

0
0

国（特定財源）

（単位：千円）

1直営

0

0

①決算額（23年度は見込み）
予算額

行政評価
事業体系

計画推進のために[Ⅶ]
積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]政策

都（特定財源）

統計報告調整法に基づく統計調査のため必須。

0

3,535
70

36

0

一般財源
その他（特定財源）

0 3,4990 0

0
0
0

0
0

0

0
0
0

0
0

0

0
0

0

22年度 23年度18年度 19年度 20年度 21年度実
績
の
推
移

17年度事項名

平成２１年経済センサス－基礎調査の実施に当り、統計調査員の担当地域を明確にし、調査の重複、脱漏を防
ぎ、もって調査の正確な実施を図る。

全事業所・企業

基準日：平成２０年６月１日
事業所・企業数等により区内全域の調査区設定を行う。

事業所・企業を対象とする調査の調査区設定は、既に設定されているが、経済センサスを実施するに当り、新
たに行政記録等の情報から追加した調査対象事業所や本社一括調査の導入により、調査区の設定を新たに行
う。平成２３年度（２４年２月１日基準）に活動調査実施。

目的

対象者
等

内容

経過

終期設定

事務事業名

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（23年度）

施策

開始年度

統計・調査の推進[14-04]

03-01-30



事務事業分析シート（平成2３年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

20年度 21年度 22年度 23年度

継続

前年度設定

統計報告調整法第１条に規定する行政事務の効率化を図ることを目的に実
施する経済センサスの正確な実施を期するため必要である。

問題点・課題の改善策検討

22

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

目標値
(25年度)

指標に関する説明

平成23年度（予算）
主な事項 金額（千円）

0未実施 未実施

平成20年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

金額（千円）主な事項
18 0一般需用 消耗品

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成22年度（決算）

調査区設定の基本は町丁で区切ることが原則であるが、町会に依頼するなど町丁で区切ることが困難な場合は、
町会に合わせて設定してもよいとされた。しかし、調査区の設定は明確な道路等を境界にしなければならないと
され、町会の境界が明確な道路によらないものも多々あるので、町会に調査員の推薦依頼をした際に、推薦者を
出していただけるかという懸念がある。

改善により期待する効果平成24年度以降に取り組む具体的な改善内容

節・細節

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

03-01-30



事務事業分析シート（平成２３年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

③減価償却費 0
【事務分担量】（％） 0
合計（①＋②＋③）

一般財源
その他（特定財源）
都（特定財源）
国（特定財源）

0

正木良一課長名

年度

0

0
0

0

経済センサス（活動調査）（01-01-07）

２２１９

根拠
法令等

22年度

0
0

19年度

実施
方法

18年度

調査の日程　１　調査員説明会：１月中旬　　　　　　４　調査票等の提出：２月中旬
　　　　　　２　調査票の配布：１月下旬　　　　　　５　調査票等の審査：２月中旬から
　　　　　　３　調査票の回収：２月１日から　　　　６　調査票の都への提出：４月上旬

23年度22年度
予算額

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

17年度

0

0

0
①決算額（23年度は見込み）
②人件費等

必要性

0

分野

統計法で定められた統計調査のため必須。

統計・調査の推進[14-04]

（単位：千円）

0
21年度20年度

行政評価
事業体系

区民生活部区民課
内線

新規事業 23年度

平澤里子

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（23年度）

担当者名
経済センサス

部課名
事務事業名

計画推進のために[Ⅶ]
積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]政策

施策

事務事業の種類
開始年度 21

年度
昭和 平成

調査期日：２月１日
調査員：１３７人・指導員１１人（東京都配分内示より）
調査員の選任方法：町会長に推薦依頼を行い、一部、町会の区域を跨る調査区は登録調査員を充てる。
調査員１人当り約７０件を担当する。指導員は１３調査員に１人配置。
指導員選任方法：登録調査員から選任する。
主要調査事項
　○事業所の名称、所在地、連絡先　○経営組織　○本所・支所の別、本社・本所の名称、所在地
　○事業所の開設時期　○事業所の従業者数　○資本金　○売上高（総額）、売上高の内訳を産業別
　　に詳細に調査
　＜法人企業について把握＞
　○法人企業の開設時期　○法人企業の従業者　法人企業の売上高　○法人企業の原材料費・仕入費
　　等　○法人企業の給与支給総額　○法人企業の原価償却費　○法人企業の租税公課　以上を産業
　　横断的に調査項目設定　　　集計結果：速報値２５年１月　確報値２５年夏頃から順次（いずれも予
定）。基礎調査確報２３年８月
経済センサスは、これまでの経済に関する統計調査が分野ごとに異なる年次や周期で実施され、経済全体
像を包括的にとらえることが難しかったことから、全産業を同じ時点で網羅的に調査するため、従来の関
連調査を統廃合し、新たに創設され、その第１回目の調査（活動調査）が平成２４年２月１日を基準日と
し実施される。周期５年

1直営

計画区分

統計法

実施基準

0
0

16,159
9,231
7,250

16,481
145

0
0
0

0 0

9,398

0
0

0

0
0

0
0

7,083 0

24,305
24,305

24,305

24,305

23年度18年度 19年度 20年度事項名

総事業所数

17年度
調査区数

0
0

10,952

22年度
0

21年度
191

実
績
の
推
移

経過

終期設定

目的

対象者
等

内容

全産業分野における事業所及び企業の経済活動の実態を全国及び地域別に明らかにするとともに、事業所
及び企業を調査対象とする各種統計調査の制度向上に資する母集団資料を得ることを目的とする。経済セ
ンサス－活動調査は、平成２１年経済センサス－基礎調査として区内のすべての事業所・企業の所在地把
握を主目的として行った調査に基づきを実施する。(経済産業省所管）

区内のすべての事業所・企業
調査員調査…単独事業所及び新設事業所
直轄調査…区内に本社とその支社を有する従業員数３０人未満の企業（基本は経済産業省が実施）

03-01-31



事務事業分析シート（平成２３年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

40食糧費 調査員等説明会 18
指導員費用弁償
調査員等説明会

賃金
　１１人
臨時職員 403

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

20年度 21年度 22年度 23年度
指標に関する説明

指標の推移
目標値
(25年度)

―

前年度設定

統計法施行令第８条により、基幹統計は地方公共団体が処理する事務とさ
れる。

問題点・課題の改善策検討

22

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

特別旅費
指導員費用弁償

211調査員費用弁償

平成21年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

200
171

一般需用
役務費

消耗品

7,865 調査員報酬未実施

平成23年度（予算）
主な事項 金額（千円）金額（千円）

平成22年度（決算）
節・細節

主な事項

改善により期待する効果平成24年度以降に取り組む具体的な改善内容

郵便料

46

消耗品

1,402

0 21,078
３０３人

　２０人
指導員報酬

臨時職員 941

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

報酬

459

調査員報酬
１７８人
指導員報酬

２１年度に基礎調査を実施し、２３年度にいよいよ本調査である活動調査が実施されるが、どの程度の事務
所等に協力を得られるか。

調査員費用弁償 427

郵便料

21

185
69

03-01-31



事務事業分析シート（平成２３年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

0
0

0

①決算額（23年度は見込み）

一般財源
その他（特定財源）
都（特定財源）
国（特定財源）

0
0

22年度

前回の国勢調査基準日（１０月１日）以降に建築された集合住宅及び現在建築中の住宅が対象となり、区
内全域を現地踏査する。

計画区分

0
0

新規事業事務事業の種類
平成大正

0
17年度

実施
方法

00

区民生活部区民課

実施基準
分野

必要性

内容

統計・調査の推進[14-04]

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（23年度）

国勢調査調査区設定事務

政策
施策

23年度22年度

国勢調査調査区設定事務

統計法で定められた統計調査のため必須。

課長名

年度

行政評価
事業体系

計画推進のために[Ⅶ]
積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]

平澤里子

21年度20年度19年度18年度

事務事業名

23年度

【事務分担量】（％） 0

1直営

統計法に基づく国勢調査令により、大正９年実施の第１回国勢調査のため、大正７年から調査区設定事務
を行っている。次回は平成２７年国勢調査の前年である２６年度に実施。

目的

対象者
等

正木良一部課名

合計（①＋②＋③）

②人件費等

予算額

7

（単位：千円）

③減価償却費

統計係職員による現地踏査及び関係書類との確認・修正を行う。

開始年度

内線

年度
統計法

根拠
法令等

２２１９担当者名

0
0

0 0

0

0

0
0
0

0
0

3,934

810
550

4,154

4,704
65

770

0

0
0
0

0
0
0

0

0
0

0

23年度18年度 19年度 20年度 21年度 22年度
1,958

実
績
の
推
移

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

0
0

17年度
調査区数

事項名

経過

終期設定

国勢調査の実施に先立ち、その前年度に調査員の担当区域を明確にし、調査の重複、脱漏を防ぎ、調査を
円滑に実施する。

前回の平成２２年国勢調査以降に建設された市街地再開発住宅や大規模マンション等の確認漏れをなく
し、適切な調査区設定を行う
調査期日：１０月１日
　１調査区当り平均６０世帯に設定する。

１　準備事務
　ア　平成１７年国勢調査調査区関係書類の確認
　イ　公営住宅、公団、公社住宅の配置図の用意
　ウ　住民基本台帳関係資料の用意
２　コンピュータ出力地図の作成
３　現地踏査（統計係職員による区内全域踏査）
４　背景地形図等の作成（現地踏査によりコンピュータ出力地図との確認）
５　基本単位区の点検・修正
。

03-01-32



事務事業分析シート（平成２３年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(25年度)

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

20年度 21年度 22年度 23年度

―

前年度設定

統計法施行令第８条により基幹統計は地方公共団体が処理する事務とさ
れ、本調査は各種施策の基本となる統計であるので実施の必要がある。

問題点・課題の改善策検討

22

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

156
0

平成21年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

0

平成23年度（予算）
主な事項 金額（千円）金額（千円）

平成22年度（決算）

一般需用
394 0

主な事項予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

使用料

臨時職員
消耗品

節・細節

賃金

改善により期待する効果平成24年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施
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事務事業分析シート（平成２３年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

正木良一部課名

0
0

00
0
0

21年度20年度

２２１９平澤里子

調査の日程
　１　調査員説明会：７月下旬
　２　調査区内世帯名簿の作成と提出－調査予定世帯の選定：８月中旬
　３　「世帯票」と「家計簿Ａ」収入と支出を記入（９月、１０月）
　４　「家計簿Ａ（１０月分）」の配布と前月分の回収：１０月下旬　１１月中旬都へ提出
　５　「耐久財等調査票」と「家計簿Ｂ」の配布と前月分の回収：１０月下旬　１１月中旬都へ提出
　６　「年収・貯蓄等調査票」の配布：１１月下旬　１２月中旬都へ提出
　７　前月分の回収と礼状の配布：１２月上旬　１２月中旬都へ提出
　８　世帯名簿等の区へ提出：１２月中旬

担当者名
全国消費実態調査

新規事業 23年度 22年度

計画区分

①決算額（23年度は見込み）
予算額

0

0

【事務分担量】（％） 0
合計（①＋②＋③）

②人件費等
③減価償却費

都（特定財源）

統計法で定められた統計調査のため必須。必要性

実施
方法

17年度

国（特定財源）
0

課長名区民生活部区民課
内線

19年度18年度

統計・調査の推進[14-04]

根拠
法令等

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（23年度）

全国消費実態調査

事務事業の種類
年度平成昭和 34

統計法
開始年度

実施基準
分野

行政評価
事業体系

計画推進のために[Ⅶ]
積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]政策

施策

年度

0

0

0
0

0 0

0
0
0

0
0

2,805

761
336

2,850

3,186
35

381

0

0
0
0

0
0

0

0
0

0

23年度22年度

0

21年度 22年度 23年度18年度 19年度 20年度事項名

調査員
指導員

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

0
0

単身の世帯数

17年度
二人以上の世帯数

一般財源
その他（特定財源）

0

実
績
の
推
移

10
2
1

総務大臣が指定する調査区（１４世帯）
二人以上の世帯調査　１２世帯、一般の単身調査世帯　２世帯

調査期日：二人以上の世帯は９月～１１月の３ヶ月、単身世帯は１０月～１１月の２ヶ月
調査員１名・指導員１名
調査員及び指導員は、登録調査員から選任する。
調査事項
　ア　世帯票（９月１日現在）
　　①世帯属性（世帯員別、性別、年齢、勤務先等）
　　②住居に関する事項（住宅の建て方、構造、所有関係等）
　イ　家計簿（２種類）
　　　［家計簿Ａ］収入と支出を記入（９月、１０月）
　　　［家計簿Ｂ］収入と支出と購入先を記入（１１月）
　ウ　耐久財等調査票（１０月末現在）
　　　主要耐久消費財、自動車・自動二輪車など資産に関する事項
　エ　年収・貯蓄等調査票（１１月末現在）
　　　年間収入、貯蓄現在高、借入金残高などに関する事項

昭和３４年に始まり、以後５年周期に実施され、平成２１年調査で１１回目となる。次回は２６年度実施
予定

（単位：千円）

1直営

経過

終期設定

目的

対象者
等

内容

事務事業名

消費世帯の家計の実態を総合的に調査し、消費の水準及び世帯の所得分布状況等を明らかにして、各種社
会経済政策の基礎資料を得る。（総務省所管）

1

03-01-33



事務事業分析シート（平成２３年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名 指標に関する説明
指標の推移

目標値
(25年度)

20年度 21年度 22年度 23年度

統計法施行令第８条により基幹統計は地方公共団体が処理する事務とさ
れ、本調査は世帯の消費実態を明らかにするため実施の必要がある。

問題点・課題の改善策検討

22

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

継続

前年度設定

事務事業の分類

金額（千円）

0

指導員報酬

指導員費用弁償

郵便料

特別旅費

平成21年度（決算）
主な事項 主な事項

１人

節・細節

269

32

31

役務費
一般需用

2

2

１人
調査員費用弁償

報酬 調査員報酬

改善により期待する効果平成24年度以降に取り組む具体的な改善内容

９月から１１月までの３ヶ月間、毎日、家計簿調査票に記入するほかに、世帯票、耐久財等調査票、年収・
貯蓄等調査票にも記入するため、対象世帯の負担が大きいので協力を得るのが困難である。

消耗品 0

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

平成23年度（予算）

0
予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成22年度（決算）
主な事項 金額（千円）

03-01-33



事務事業分析シート（平成２３年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

未実施

経過

終期設定

農林業の実態を明らかにし、農林業行政に係る諸施策及び各種統計調査に必要な基礎資料を整備する。
（農林水産省所管）

農林業経営体（荒川区においては、現在は山林保有者（林業事業体）のみ）

調査期日：準備作業１２月１日　本調査２月１日
調査員５人・指導員１人（※平成２２年調査）
調査員及び指導員は、調査区が広範囲となるので登録調査員から選任する。
主要調査事項
　ア　保有山林面積とその内訳
　イ　林業労働
　ウ　林作業の委託
　エ　林産物の販売

昭和２２年に始まり、昭和２５年から国連の調査となったため世界農林業センサスと名称を改め、１０年
周期で行うことになった。昭和３５年から林業も加わり、平成１１年以降５年周期で実施することにな
り、平成２１年調査で１０回目となる。次回は２６年度（平２７．２．１）実施予定

目的

0

【事務分担量】（％）

対象者
等

内容

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

実
績
の
推
移

③減価償却費

17年度
調査員数

事項名

指導員数
5
1

21年度 22年度 23年度18年度 19年度 20年度
0

0
0

0

0

0
0
0

0
0
0

4,426

239
105

4,479

4,584
55

158

0

0
0
0

0
0

0 0

２２１９
正木良一部課名

0
0

0

区民生活部区民課
内線

統計法

23年度

新規事業

17年度

0

0

年度

合計（①＋②＋③）

②人件費等

予算額
22年度
（単位：千円）

平澤里子担当者名

根拠
法令等

22

事務事業名

23年度

21年度20年度19年度18年度

0

0
0

0
0

0

農林業センサス

統計法で定められた統計調査のため必須。

課長名

年度

行政評価
事業体系

計画推進のために[Ⅶ]
積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]

事務事業の種類
平成昭和開始年度

計画区分

必要性

実施
方法

統計・調査の推進[14-04]

実施基準
分野

調査の日程：
　１　調査員説明会：１１月（準備調査）１月（本調査）　４　調査票等の提出：２月中旬
　２　調査票の配布：１月下旬　　　　　　　　　　　　　５　調査票等の審査：２月中旬から
　３　調査票の回収：２月１日から　　　　　　　　　　　６　調査票等の都への提出：３月上旬

施策

1直営

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（23年度）

農林業センサス

00
0
0

22年度

政策

①決算額（23年度は見込み）

一般財源
その他（特定財源）
都（特定財源）
国（特定財源）

03-01-34



事務事業分析シート（平成２３年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

予備調査において、林業対象者の林業所在地の把握が難しい。

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成22年度（決算）

１人
調査員費用弁償

調査員報酬
５人

指導員報酬

61

節・細節
平成23年度（予算）
主な事項 金額（千円）金額（千円）主な事項

報酬

平成21年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

一般需用
役務費

指導員費用弁償 3
特別旅費

00

8
1

11

21

改善により期待する効果平成24年度以降に取り組む具体的な改善内容

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

消耗品
郵便料

継続

前年度設定

統計法施行令第８条により基幹統計は地方公共団体が処理する事務とさ
れ、本調査は農林業の実態を明らかにするため継続して実施の必要があ
る。

問題点・課題の改善策検討

22

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(25年度)

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

20年度 21年度 22年度 23年度

03-01-34



事務事業分析シート（平成2３年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（●直営 ） （直営の場合 ●常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

479

307
83 112 76

5,909

100

21年度20年度19年度

3,376

455

3,831
110

895

90

18年度

377
3,003

539555
539

3,292

国民生活基礎調査、21世紀成年者縦断調査、中高年者縦断調査及び社会保障・人口問題基本調査は、調査員
（非常勤職員）により実施人口動態調査等については常勤職員で実施

担当者名
衛生統計調査

新規事業 23年度 22年度

計画区分

大口　康男部課名 健康部　生活衛生課
内線 422渡邊一男

①決算額（23年度は見込み）
予算額

6,388

795

【事務分担量】（％） 70
合計（①＋②＋③）

②人件費等
③減価償却費

都（特定財源）

　区民の健康の向上や子育てに関係する施策の参考資料となるデータを調査するものであり必要性は高い。必要性

実施
方法

17年度

国（特定財源）
455

3,380

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

統計・調査の推進[14-04]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（23年度）

衛生統計調査費（０１－０５－０１）

事務事業の種類

課長名

年度平成昭和
年度

統計法、人口動態調査令、医師法等
根拠
法令等

22

行政評価
事業体系

計画推進のために[Ⅶ]
積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]政策

施策

開始年度

2,925 3,075

451
3,288

3,739
110

664

2,201

381
341

2,567

2,908
105

707

25,781

754
598

26,039

26,637
370

10,748

-194 

723
723

723

23年度

917856

22年度

23年度18年度 19年度 20年度 21年度 22年度
①人口動態調査 5064件 5253件

294
499

5645件

295
88 106

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

355
6,033

②医師等の調査(隔年)(医師)

17年度事項名

④医療関係施設監視件数 55

5846件
556

③医師等免許経由事務(医師) 273 255

5361件 5508件
513
363

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

　根拠法令等に基づき、人口動態調査や医療施設動態調査をはじめ厚生労働省から指定された各種調査を
行い、厚生労働行政施策及び公衆衛生行政の基礎資料を得る。

人口動態調査・・・・戸籍法に基づく届出者（出生・死亡・死産・婚姻・離婚）
医療施設動態調査・・区内の全医療施設
各種調査・・・・・・無作為に抽出された世帯（世帯員）、指定調査区の該当者、医療従事者等

１　人口動態調査・・・出生・死亡・死産・婚姻・離婚の届出に基づく調査票の審査・照会及び取りま
    とめ、東京都へ送付。
　　※他調査　医療施設調査等(10調査)
２　医師、歯科医師及び薬剤師等の調査・・・厚生労働行政、医療行政及び公衆衛生行政の基礎資料を
　　　得ることを目的に、２年毎に、医師法、歯科医師法、薬剤師法、保健師助産師看護師法、歯科衛
　　　生士法、歯科技工士法に基づき、医師、歯科医師、薬剤師等の現況を調査する。
３　医師・薬剤師・看護師及び調理師等免許の経由事務・・・医師をはじめとする医療職種及び調理
　　　師・製菓衛生師の免許申請及び免許証の交付に係る経由事務。医師・歯科医師・薬剤師・看護師
　　　等医療従事者の免許及び調理師・製菓衛生師免許等の申請並びに籍訂正、再交付、籍のまっ消、
　　　免許証返納の申請を受理し、都庁交換便（重要文書）で送付、都知事（厚生労働大臣）が発行し
　　　た免許証を申請者に交付する。
４　医療監視事務・・・診療所等の許可・届出等を受けた医療関連施設に対して、業務が法令基準に
　　　適合しているかどうか、その履行状況を踏まえ、荒川区医療監視要綱等に基づき指導する。

１　人口動態調査・・・明治５年開始、医療施設動態調査・・・昭和４８年開始
２　医師、歯科医師及び薬剤師等の調査・・・昭和２３年開始。
３　医師等免許経由事務・・・昭和５０年より都知事から区長への委任事務、平成１２年改正され区の事務となる。
４　医療監視事務・・・平成１２年度、地域分権一括法により、医療法等に関わる事務が区の自治事務に位置づけられ
る。
※平成23年衛生統計調査費他３事業統合

6000件

経過

終期設定

07-01-04



事務事業分析シート（平成2３年度）
No2

②

④

問
題
点
・
課
題

（

指
標
　
分
析
）

他
区
の
実
施

状
況 （ 区 区）

　　問題点・課題の改善策検討

①

④

議
会
質
問

状
況
（

要
旨
）

136世帯 150世帯

22年度から国が対象者に直接郵送
回収する方法に変更

社会保障・人口問題基本調査 47世帯 100世帯 150世帯 23年度は第15回出生動向基本調査

14名

5645件 5846件

平成21年度（決算）
主な事項 金額（千円）

216

事務事業の成果とする指標名 指標に関する説明
指標の推移

目標値
(25年度)

23年度22年度

5500件

12名

5508件

22年度から国が対象者に直接郵送
回収する方法に変更

150世帯
22年度は大規模調査(4地区を調査)
23年度は小規模調査(2地区を調査)

医療関係者免許取扱件数

医師等の調査（医師）

76世帯 87世帯

556 ―

調理師・製菓衛生師免許取扱件数

21世紀成年者縦断調査

中高年者縦断調査

20名25名

89

―513

人口動態調査（衛生統計調査）

20年度 21年度

5500件 死亡者数の増による

役務費

調査員手当
調査用品等消耗品
郵送料

主な事項
315
173

報酬
一般需用

節・細節

0
311

郵送料 202郵送料 110
調査用品等消耗品125 調査用品等消耗品
調査員手当 210調査員手当

平成23年度（予算）
主な事項金額（千円）

予
算
・
決
算

の
内
訳

平成22年度（決算）
金額（千円）

85

329 ―

指
　
　
　
　
標

③

クリーニング師免許取扱件数 1

医療施設監視指導率 149%

363

82

国民生活基礎調査等各種調査

①

―

295

立ち入り監視指導数／開設届出数

2 1 ―

―

①国民生活基礎調査など調査員による各種調査については、調査拒否やオートロック式マンションの増加等により、
調査票の回収が年々減少し、それが調査員の負担増にもつながっており、効果的な調査活動が困難となっている。

④良質な医療を提供することを目的として、医療法が改正され、概ね平成１９年４月から施行された。区としても「良質
な医療の提供」と「医療の安全確保」を医療機関が遂行できるように助言・指導していくことが必要である。

152% 150%

平成24年度以降に取り組む具体的な改善内容

（国民生活基礎調査）
直接本人に面談できるよう、マンションの管理会社や
管理組合を通じて協力を求めていく。

実施 22 未実施

改善により期待する効果

　調査票回収率の向上により衛生統計調査の充実が図
れる。

医療機関指導の充実
　従来の新規変更施設を主とした立入検査指導に加
え、既存施設の監視指導についても、計画的に行って
いく。

　医療機関が医療の安全確保に対する意識を深めるこ
とにより、医療現場での衛生や安全性の向上が期待さ
れる。

継続 継続

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

前年度設定

　法令等に基づき人口動態や医療施設動態を把握する調査であり、継続実
施する必要がある。

今年度設定

07-01-04



事務事業分析シート（平成23年度）
No1

○ （○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
● ○
○ 有● 無
● 法令基準内 ○ 都基準内 ○ 区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （直営の場合 ● 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

21年度20年度19年度18年度

163
1,400

167166
164

1,110

調査員が調査票を対象者に配布・回収後、記載内容を審査のうえ都に提出する。

担当者名
建設工事統計調査費

新規事業 23年度 22年度

計画区分

伊藤 勝弘部課名 土木部道路課
内線 2731武藤 利夫

①決算額（23年度は見込み）
予算額

1,970

170

【事務分担量】（％） 21
合計（①＋②＋③）

②人件費等
③減価償却費

都（特定財源）

｢特別区における東京都の事務処理の特例に関する条例｣に基づき、対象事業所が所在する区に都が統計調査の
実施を依頼している事業であり、継続して実施する必要がある。

必要性

実施
方法

17年度

国（特定財源）
179

1,563

160

1,810一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

統計・調査の推進[14-04]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（23年度）

建設工事統計調査（01-03-01）

事務事業の種類

課長名

年度平成昭和
年度

統計法、建設工事統計調査規則
根拠
法令等

28

行政評価
事業体系

計画推進のために[Ⅶ]
積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]政策

施策

開始年度

20

1,104

170

1,274
13

1,384 1,764

168
166

1,779

1,945
21

181

1,629

177
175

1,629

1,804
20

175

2,899

180
179

2,180

3,085
25

726

0

189
189

189

23年度

189186

22年度

21年度 22年度 23年度18年度 19年度 20年度17年度
・建設工事受注動態統計調査 16件

事項名
20件

156件
89件

19件 23件
135件
80件 85件

24件
145件
85件・住宅用地完成面積調査

120件
67件 75件

133件

（単位：千円）

実
績
の
推
移

23件
154件

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

160
1,810

・建設工事施工統計調査

建設工事及び建設業の実態を明らかにすることにより、国の建設行政・経済政策・財政政策に必要な基礎資料
とする。

　
建設業許可事業者

公共・民間土木工事及び建設工事の年間における実態を調査し、建設行政の基礎資料を作成する。
＜調査方法＞
・国土交通大臣が東京都知事に調査を委託し、都知事は対象事業所が所在する区長に調査を委託している。
・調査員は都知事が任命し、その指揮監督等は区長に委任している。
＜調査内容＞
・建設工事受注動態統計調査　：受注総額及び公共機関・民間等からの個別受注工事の内容
・建設工事施工統計調査　　　：就業者数、年間完成工事高
・住宅用地完成面積調査　　　：住宅用地造成等の工事件数及び面積

＜22年度調査実績＞
・建設工事受注動態統計調査　： 23件　（内0件 辞退・事業廃止、内1件 インターネット申請）
・建設工事施工統計調査　　　：154件　（内8件 拒否・廃業等、内117件 回答あり）
・住宅用地完成面積調査　　　： 85件　（内12件 拒否・廃業等、内65件 回答あり）

平成12年度から公共工事着工統計調査と民間土木工事着工統計調査が統合され、建設工事受注動態統計調査と
なった。

目的

対象者
等

内容

未定

1直営

未定
未定

経過

終期設定
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事務事業分析シート（平成23年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状
況

（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(25年度)

継続

分類についての説明・意見等
今年度設定

20年度 21年度 22年度 23年度

継続

前年度設定

住宅用地完成面積調査回答率(％)

土木及び建設工事の年間における実態を調査し、建設行政の基礎資料とす
るため、継続して実施する。

問題点・課題の改善策検討

22

100

75 67 78 80

76 59

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

建設工事施工統計調査回答率(％) 100

80 85

建設工事統計調査費用弁償4
90

4
統計調査用郵便料 103

平成21年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

建設工事統計調査員報酬 82
建設工事統計調査費用弁償

建設工事統計調査員報酬

平成23年度（予算）
主な事項 金額（千円）金額（千円）主な事項

81

統計調査用郵便料 94

82
3

節・細節

報酬
特別旅費
役務費

建設工事統計調査員報酬
建設工事統計調査費用弁
統計調査用郵便料

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成22年度（決算）

建設工事施工統計調査及び住宅用地完成面積調査の対象
事業所に対する督促等の徹底を図る。

回答率の向上が期待できる。

改善により期待する効果平成24年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実
施

状
況

未実施実施

建設工事施工統計調査及び住宅用地完成面積調査の更なる回答率の上昇を図る。
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